
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三重県障がい者施策年次報告書 

（概要） 

  

資料１－１ 



 

三重県障がい者施策年次報告書（概要） 

 

 「障がいの有無によって分け隔てられることなく、お互いに人格と個性を尊重し合いな

がら共生する社会の実現」を基本理念として、平成 27年３月に策定した「みえ障がい者共

生社会づくりプラン」（計画期間：平成 27年度～29年度）の平成 27年度における取組結果

について報告します。 

 

 

 

目標項目 
現状値 

（25 年度） 

27 年度 29 年度 

実績値 目標値 

障害者差別解消法に基づく県および

市町等における職員対応要領の策定

率 

－ 26.3% 100.0% 

市町等への障がい者虐待防止専門家

チーム派遣事案件数（累計） 
2 件 0 件 7 件 

 

平成 27 年度の取組概要 

・ 障害を理由とする差別の解消に向けた地域フォーラムの開催(主催：内閣府・三重県)(平

成 27 年 12 月)、「県政だより」(平成 28 年１月号）への啓発記事の掲載、「県政チャン

ネル」での啓発番組の放送（平成 28 年１月）、新聞への啓発広告の掲載（平成 28 年３

月）、街頭啓発（平成 28年３月）、出前トーク等での事業者等への説明により、「障害者

差別解消法」の施行に向け啓発活動を行いました。 

・ 国の「障がいを理由とする差別の解消に関する基本方針」に則して、三重県職員対応要

領を策定しました（平成 27 年 12 月）。また、障がいの状態に応じた必要かつ合理的な

配慮が行われるよう、所属長や一般職員を対象とする研修会を開催し、障害者差別解消

法や職員対応要領の周知を図りました。（平成 28 年 1 月～2月)(所属長説明会６回、一

般職員説明会 18 回) 

・ 障害福祉サービス事業所における虐待の未然防止のため、虐待防止と虐待対応に関する

研修を行い、関係者の意識の醸成を行いました。（研修：３回実施（共通講義、障害福

祉サービス事業所管理者等コース、市町及び障害者虐待防止センター職員コース）、計

447 人参加） 

・ 市町の虐待対応事例をもとに、専門家チームの協力を得て、障害者虐待対応事例集の作

成に取り組みました。 

・ 障がい者福祉施設従事者による虐待事案について、専門家チーム会議で有識者より技術

的助言をいただき、施設・事業所への指導の参考としました。 

 

 

重点的取組１ 権利の擁護に関する取組 
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目標項目 
現状値 

（25 年度） 

27 年度 29 年度 

実績値 目標値 

県の就労支援関係事業により一般就

労した障がい者数 
528 人 654 人 620 人 

障害福祉サービス事業所から一般就

労への移行者数 
85 人 （調査予定） 191 人 

 

平成 27 年度の取組概要 

・ 教育委員会事務局にキャリア教育マネージャー（1 名）、事業所就労希望者の多い特別

支援学校にキャリア教育サポーター（6 名）を配置し、生徒本人の適性を十分に把握し

たうえで、適した職種・業務と必要な支援方法を企業に提案する形の職場開拓（企業訪

問数 4,752 回）を行いました。また、障がい者雇用について検討する就労支援会議(12

回)を開催しました。 

・ 福祉的事業所へ経営コンサルタントを派遣し、作業内容、工程の見直しなど工賃の改善

を図るとともに、複数の福祉的事業所で共同して受注、品質管理等を行うことを目的と

した共同受注窓口事業を連携して実施することにより、福祉的就労の安定的な受注及び

工賃向上に取り組みました。（経営コンサルタント派遣事業所数：42 事業所） 

・ 障害者優先調達推進法に基づく調達方針を策定し、県から障害者就労施設等への調達拡

大に向けて市町とともに取り組みました。（調達実績：40,698 千円） 

・ ステップアップカフェを活用し、障がい者と共にものづくり作業を体験する交流促進事

業（3 回 240 名参加）の開催、職場実習等（8 名）の受入、企業等の視察・見学の受入

（466 名）などにより、障がい者の就労支援及び障がい者雇用の理解促進に取り組みま

した。 

・ 特例子会社の設立支援（2 社）、障がい者雇用アドバイザーによる企業の求人開拓（24

名）や雇用に関する支援制度の情報提供、ハローワークと連携した面接会の開催（9 箇

所開催 102 名就職）等により障がい者の就労の場の拡大に取り組みました。 

・ 三重県障がい者雇用推進企業ネットワークを立ち上げ（登録企業数 185 社[平成 28 年 4

月 1 日現在]）、メールマガジンの発行(毎月）により登録企業に情報提供を行うとともに、

「産・福・学」の情報交流会（１回）、企業見学会（１回）を開催し企業間の情報交換

や交流などの取組を支援しました。また、三重県障がい者雇用推進協議会及び同運営会

議を開催し、関係団体等と障がい者雇用にかかる意見交換(４回）を行いました。 

・ 障がいのある人もない人も対等な立場で共に働く、社会的事業所の創設と安定的な運営

を支援しました。（社会的事業所：4 か所） 

・ 三重県農林水福連携・障がい者雇用推進チームで支援施策・事業の活用方策等の情報共

有を行うとともに、10 月に設立された一般社団法人三重県障がい者就農促進協議会と

連携しながら、①農業ジョブトレーナー等、農業と福祉をつなぐ人材の育成、②障がい

重点的取組２ 障がい者雇用に関する取組 
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者に対する技術取得支援、③農業ジョブトレーナーの派遣による障がい者雇用の促進、

④障がい者雇用のための意識啓発、などにより、福祉事業所の農業参入や農業経営体の

障がい者雇用を推進しました。（①農業大学校在学生向けの農福連携カリキュラムの実

施（12 名参加）、障がい者就農支援スキルアップ研修の実施（111 名参加）、②普及指導

員による特別支援学校学内農業実習の実施（3 校）、農業大学校短期研修障がい者就労

支援コースの実施（4 名参加）、③雇用型就労体験の実施（4 件）、④各種農福連携セミ

ナーの開催（2 回、延べ 231 名参加）） 

・ 林業用種苗生産事業者を対象とした福祉との連携に関する勉強会の開催や種苗生産事

業者への聞き取り調査を実施することで、苗木の出荷作業において、障がい者の職場体

験会が実施されました。 

・ 志摩市的矢湾で実施したモデル事業において、カキ養殖作業における障がい者就労の可

能性が明らかになりました。 

・ 漁業関連作業の福祉事業所への委託の斡旋推進に取り組み、天然カキ採苗用コレクター

の作製やカキ養殖カゴ修繕等 10 件の成果が得られました。 

・ 知的障がい者及び精神障がい者の就労支援策として、本庁及び地域機関で職場実習を行

いました。（知的障がい者３名、精神障がい者１名） 

 

 

 

 

 

 

目標項目 
現状値 

（25 年度） 

27 年度 29 年度 

実績値 目標値 

全国障害者スポーツ大会の団体競技

における予選会出場率 
50% 75% 100% 

 

平成 27 年度の取組概要 

・ パラリンピックなどの世界大会や国内大会で活躍できる障がい者スポーツ選手を育成

するため、3 名の選手に対し、競技指導者、理学療法士、義肢装具士および障がい者ス

ポーツ医と共同で作成したプログラムを提供し、競技力の向上を図りました。 

・ 競技別の国内スポーツ大会や他県との交流試合等への参加を促進しました。 

・ 知的障がい者バスケットボール、聴覚障がい者バレーボールの北信越・東海ブロック大

会予選会を招致し、競技の運営方法など経験の蓄積を図りました。 

・ 世界大会や全国大会で活躍した選手 2名に対し、福祉関係功労表彰を授与しました。 

・ 障がい者のスポーツへの参加意欲の向上と機会の充実を図るため、三重県障がい者スポ

ーツ大会を平成 27 年 5 月 9 日(フライングディスク)、10 月 3 日(陸上)、12 月 5 日(ボ

ーリング)、平成 28 年 1 月 24・31 日(卓球)に開催するとともに、三重県ふれあいスポ

レク祭を平成 27 年 6 月 20 日に開催しました。 

・ 知的障がい者女子バレーボールチーム及び知的障がい者女子バスケットボールチーム

を結成しました。 
 

 

重点的取組３ 障がい者スポーツに関する取組 
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目標項目 
現状値 

（25 年度） 

27 年度 29 年度 

実績値 目標値 

地域生活移行者数（累計） － 11 人 184 人 

長期在院者数減少率 － 6% 18% 

 

平成 27 年度の取組概要 

・ 県障害者自立支援協議会に地域移行課題検討部会を設置し、課題検討を行いました。（部

会開催：４回） 

・ 重度障がい者等自立生活応援事業により、重度障がい者等が一時的に自立生活を体験す

る場を提供しました。（自立生活体験室の利用実績：のべ 49人、127 日） 

・ ４か所の圏域にピアサポーターを配置して、精神障がい者の地域移行に向けた病院交流

や啓発研修等の活動を実施しました。（ピアサポーター人数：14 人、活動回数：212 回） 

・ 障がい者が、地域において自立した生活を送ることができるよう、居住の場や日中活動

の場の整備を促進しました。（グループホーム４箇所、生活介護・相談支援事業所１箇

所） 

・ 自閉症・発達障がい支援センターに地域支援マネージャーを２名配置し、地域支援機能

の強化を図りました。 

・ 県障害者自立支援協議会に医療的ケア課題検討部会を設置し、医療的ケアに係る課題の

整理・優先順位付けを行い、課題への具体的な取組について議論しました。（部会開催：

４回） 

・ 三重大学附属病院と協力し、障害福祉サービス事業所等向けに、医療的ケアが必要な障

がい児・者支援の理解促進研修を行うとともに、相談支援専門員と医療ソーシャルワー

カー向けに、地域における多職種連携を強化するための研修会を行いました。 

・ 小児在宅医療体制の整備に取り組む２市に対して補助を行い、体制整備を支援しました。 

・ 相談支援専門員の資質向上のため、相談支援専門員研修（初任者・現任者）においては、

サービス等利用計画の質を向上させるべく、カリキュラム内容の充実を図りました。 

・ 市町の障害福祉計画の推進のため、市町障害福祉計画推進会議を３回開催しました。 

・ 全ての圏域に、（自立支援）協議会精神部会等を設置し、長期入院精神障がい者の地域

移行についての状況把握や課題検討を進めました。また各圏域の情報が共有できるよう

精神障がい者地域移行・地域定着推進連絡会を立ち上げました。 

 

 

 

 

 

 

重点的取組４ 地域生活への移行と地域生活の支援に関する取組 
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目標項目 
現状値 

（25 年度） 

27 年度 29 年度 

実績値 目標値 

広域的・専門的な相談支援事業の登

録者数 
7,022 人 8,886 人 8,100 人 

 

平成 27 年度の取組概要 

・ 重層的で途切れのない相談支援体制を構築するため、市町、相談支援事業所等の関係者

による相談支援体制検討会議を開催し、相談支援体制の強化について検討するとともに、

基幹相談支援センターの先進地から講師を招き研修会を開催しました。（相談支援体制

検討会議：３回、基幹相談支援センター研修会：１回、基幹相談支援センター設置数：

９か所） 

・ 市町の発達支援総合窓口における専門人材の育成のため、県立小児心療センターあすな

ろ学園に市町職員（６人）を「みえ発達障がい支援システムアドバイザー」として受け

入れ、長期研修（１年間）を実施しました。また、発達障がい児等に対する早期支援ツ

ールである「ＣＬＭ（チェックリスト in 三重）と個別の指導計画」の保育所、認定こ

ども園、幼稚園への導入を促進しました。（巡回指導を行った保育所・幼稚園数 12 市町

22 か所） 

・ 地域で暮らす障がい児等並びに家族等の地域生活を支援するため、ライフステージに応

じた途切れのない相談支援を行いました。（障がい児等療育相談支援事業：９か所） 

・ 障がい者が働くことを通して自立した生活を営めるよう、日常生活の相談に応じながら、

公共職業安定所等の関係機関と連携し、障がい者の就労を支援しました。（障がい者就

業・生活支援事業：９圏域） 

・ 在宅の重症心身障がい児(者）及びその家族の生活を支援するため、相談支援に応じる

とともに療育機関等福祉サービスの情報提供等を行いました。（重症心身障がい児（者）

相談支援事業：５か所） 

・ 「三重県障がい福祉従事者人材育成ビジョン」に基づき、相談支援専門員研修等を開催

しました。（相談支援従事者初任者研修、相談支援従事者現任研修、相談支援従事者専

門コース別研修を実施） 

・ 福祉型障害児入所施設に関する検討会を 4回開催しました。 

・ 県立子ども心身発達医療センター及び県立かがやき特別支援学校（分校）の一体整備に

係る建築工事に着手するとともに、平成 29 年６月の開設に向けて組織体制および業務

運営の検討を行いました。 

 

 

 

 

 

 

重点的取組５ 途切れのない相談支援に関する取組 



 

6 

 

 

 

目標項目 
現状値 

（25 年度） 

27 年度 29 年度 

実績値 目標値 

福祉避難所または代替避難場所確保

市町数 
25 市町 28 市町 29 市町 

県の補助制度を活用し、スプリンク

ラー設備を設置した障害福祉サービ

ス事業所数（累計） 

3 施設 3 施設 6 施設 

 

平成 27 年度の取組概要 

・ 災害対策基本法の改正により、これまで任意で作成が進められていた「災害時要援護

者名簿」にかわって、「避難行動要支援者名簿」の作成が市町に義務付けられたことか

ら、名簿の作成について先進事例を紹介するとともに、各市町への助言を行い、名簿

が早期に作成されるよう働きかけました。（避難行動要支援者名簿作成済み市町：22市

町、個別計画策定済み市町：8市町） 

・ 市町による福祉避難所の指定や社会福祉施設等との協定締結をより一層促進するため、

市町担当者会議における説明や、福祉避難所未確保の市町の訪問など、確保に向けた

働きかけを行いました。その結果、平成 27 年度末で 28 市町で福祉避難所が確保され

ました。 

・ 三重 DPAT の設置運営要綱を制定し、県内の精神科病院（11 病院）と派遣協定を締結し

ました。三重 DPAT 活動マニュアルの策定をとおして、県庁内の災害支援関係課及び保

健所、市町、精神科病院等と連携体制について検討を進めました。 

・ 災害時における聴覚障がい者の安否確認や避難所支援のため、三重県聴覚障害者支援

センターが２市１町（鳥羽市、尾鷲市、紀北町）それぞれと災害時要援護者の支援に

関する協定を締結しました。 

 

 

 

重点的取組６ 災害時の対応に関する取組 












